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（写真）@maperezpirela “米 Wright エネルギー長官 ロドリゲス暫定大統領と Petroindependencia を視察” 

 

 

２０２６年２月１１日（水曜） 

 

政 治                     

「米国エネ長官 訪ベネ、暫定大統領と現地視察 

～米エネルギー長官の訪ベネは２９年ぶり～」 

「暫定大統領 米国政府から招待を受けた」 

「露 米とベネでの取引妨害について協議が必要」 

経 済                     

「米国 ベネズエラの原油以外の地下資源に関心 

～金・ボーキサイト・ニッケルなど採掘模索～」 

「ペトロ大統領 ベネズエラから安価なガス輸入」 

「２６年１月 産油量は日量９２．４万バレル」 

「マラカイボ企業 ７６％は自己資金で投資」 

 

２０２６年２月１２日（木曜） 

 

政 治                    

「米エネ長官 産油量は前年比３０～４０％増 

～既に１０億ドル売上、更に５０億ドル売上～」 

「米エネ長官 大統領選の時期について言及」 

「暫定大統領 MCM 氏について言及」 

経 済                    

「製造業団体 ２５年生産量は前年比５．４％増 

～平均給料は月額５０３ドル～」 

「２５年 中ベネ貿易額は前年比１．９％増」 

「Chevron と Repsol へ新たな生産ブロック割当か」 

「トランプ大統領 石油交渉の仲裁者使用を否定」 
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２０２６年２月１１日（水曜）             

政 治                       

「米国エネ長官 訪ベネ、暫定大統領と現地視察     

  ～米エネルギー長官の訪ベネは２９年ぶり～」       

 

２月１１日 米国の Chris Wright エネルギー長官がベ

ネズエラを訪問した。米国エネルギー長官のベネズエラ

訪問は２９年ぶり。ベネズエラと米国の関係変化を予見

させる象徴的な出来事となった。 

 

 

（写真）ミゲル・ペレス・ピレイラ情報通信相 Instagram 

 

同日、Wright エネルギー長官は、デルシー・ロドリゲス

暫定大統領と２時間にわたり協議を実施。ベネズエラの

石油・ガス・電力・鉱物産業の発展、経済安定に関する

協力、米州地域のエネルギー安全保障戦略について意見

交換を行った。 

 

同協議には PDVSA の Héctor Obregón 総裁、在米ベネ

ズエラ外交団の Félix Plasencia 代表、在ベネズエラ米国

大使館の Laura Dogu 臨時大使らも出席した。 

 

暫定大統領との協議後、Wright エネルギー長官は、ベ

ネズエラ情勢について、暫定大統領が政治犯の解放を進

めていることを評価。米国政府は、ベネズエラの経済発

展を望んでいると言及。 

 

「石油産業への投資を促進させるため７日間休まず、制

裁ライセンスの発行を進めた」とコメントした。 

 

 

（写真）ミゲル・ペレス・ピレイラ情報通信相 X 

 

翌２月１２日 Wright エネルギー長官は、ベネズエラ

のオリノコ・ベルトにある PDVSA と Chevron の合弁

会社「Petroindependencia」を視察し、現地のオペレー

ションを確認。同視察にはロドリゲス暫定大統領も同伴

した。 

 

そして、２月１２日夜、Wright エネルギー長官は、ベネ

ズエラでの予定を終え、帰国の途についた。 

 

 

（写真）ミゲル・ペレス・ピレイラ情報通信相 X 
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Wright エネルギー長官は、帰国する前に記者団に対し

て今回のベネズエラ訪問についてコメント。 

 

「２日間の訪問を経て、デルシー・ロドリゲス暫定大統

領との関係が深まった」「自分を含めて、別の政府閣僚

もベネズエラへ訪問することになるだろう」とコメント。 

将来的にトランプ大統領がベネズエラを訪問する可能

性についても否定をしなかった。 

 

「暫定大統領 米国政府から招待を受けた」         

 

２月１１日 デルシー・ロドリゲス暫定大統領は、米国

メディア「NBC News」のインタビュー番組に出演。 

米国とベネズエラの関係について見解を示した。 

 

ロドリゲス暫定大統領は、米国への訪問について 

「私は（エネルギー長官から）米国への招待を受けた」 

とコメント。 

「全てのテーマについて協力関係が安定し、進展が見ら

れた際に（米国へ）訪問することになるだろう」 

との見解を示した。 

 

他、ロドリゲス暫定大統領は、マドゥロ大統領の政治的

なステータスについて 

「彼（マドゥロ大統領）は、現在もベネズエラの正当な

大統領である」「私自身は弁護士だが、法律の専門家と

して断言する」「マドゥロ大統領もフローレス大統領夫

人も無実である」 

との認識を示した。 

 

また、２月１２日の Petroindependencia の視察終了後

にもロドリゲス暫定大統領は、Wright エネルギー長官

のベネズエラ訪問についてコメント。 

 

 

 

 

「私は米国と尊重の関係を持った協議が出来ているこ

とにとても満足している」「これは我々の自国主権を前

提とした協力枠組みである」「ベネズエラと米国の関係

がベネズエラの国内法と国際法を順守した形で発展す

ることを期待している」 

との見解を示した。 

 

「露 米とベネでの取引妨害について協議が必要」         

 

ベネズエラと米国の関係が急激に接近している一方で、

ベネズエラとロシアの関係は疎遠になりつつある。 

 

特に米国政府の制裁ライセンスでは、ロシア系企業（中

国・イラン・キューバ・北朝鮮企業も同様）が関与する

取引を禁止しており、ロシア企業によるベネズエラでの

エネルギー分野での取引継続の障害になっている（「ベ

ネズエラ・トゥデイ No.1325」「No.1330」）。 

 

２月１１日 ロシア大統領府の Dmitri Peskov 報道官

は、米国政府が発行した制裁ライセンスについて米国政

府との協議を希望するとの見解を示した。 

 

Peskov 報道官は、「米国政府によるこの度の決定は、間

違いなく米国との外交関係を悪化させる要因になる」 

「我が国は、長期的な視点でベネズエラに多くの投資を

してきた」「米国と本件について協議する必要がある」 

とコメントした。 

 

他、ロシアのラブロフ外相は、米国によるベネズエラ制

裁について 

「米国はモンロー・ドクトリン（力で要求を通す米国の

棍棒外交）をベネズエラで行っており、ベネズエラの石

油事業に障害物を置いている」「我々はラテンアメリカ

の開発協力を最優先に考えており、過度な圧力を受けて

いるベネズエラとキューバに連帯の意を示す」 

とコメントした。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/3589dde9faea76eba498cdef02d513ca.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/3589dde9faea76eba498cdef02d513ca.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/b8032246f9af9f283e85ce0d3ace1be3.pdf


 VENEZUELA TODAY 
２０２６年２月１１日～２月１２日報道           No.１３３１   ２０２６年２月１３日（金曜） 

4 / 9 

 

経 済                        

「米国 ベネズエラの原油以外の地下資源に関心    

 ～金・ボーキサイト・ニッケルなど採掘模索～」           

 

米国の Caleb Orr エネルギー次官は、原油以外のベネズ

エラの地下資源について「非常に大きなビジネスチャン

スがある」との見解を示した。 

 

Caleb Orr エネルギー次官は、 

「ベネズエラの地下には原油以外にボーキサイト、ニッ

ケル、GOLD、その他のレアメタルが埋蔵されており、

ベネズエラ国民にとって非常に大きな潜在性がある」 

「米国はカラカスとともに、これらの資源を違法採掘業

者ではなく、国民のために開発したい」 

とコメントした。 

 

また、米国によるラテンアメリカ地域での資源戦略につ

いて「中国との対立によるものではない」と言及。 

「我が国の経済多角化と資源供給ネットワークのリス

ク低減のためである」 

と説明した。 

 

米国の「地質調査研究所（USGS）」は、２０２５年１１

月に世界の地下資源に関する調査レポートを公表。 

 

同レポートでは、「ベネズエラにはボーキサイト、石炭、

銅、ニッケルの鉱床があり、これらの資源は米国経済に

とって必要な重要鉱物」と記載されている。 

 

英国系メディア「BBC」は、「トランプ政権がベネズエ

ラ政府に対して、原油以外の地下資源の開発アクセス権

を求めている」と報じた。 

 

 

 

 

 

ベネズエラ鉱物省によると、ベネズエラは、原油、天然

ガス、ボーキサイト、ニッケル、GOLD 以外にダイヤ

モンド、コルタン、銅、石炭など少なくとも５０種類以

上の鉱物が存在し、そのうちの１５種類は商業的に採掘

可能だという。 

 

「ペトロ大統領 ベネズエラから安価なガス輸入」                  

 

２月３日 コロンビアのペトロ大統領は、米国でトラン

プ大統領と面談を実施。 

 

この協議の中で、ペトロ大統領は、トランプ大統領に対

して、コロンビアの石油会社「Ecopetrol」を通じてベネ

ズエラ経済の回復を支援するとの意思を伝えていた

（「ベネズエラ・トゥデイ No.1327」）。 

 

２月１１日 ペトロ大統領は、トリマ県チャパラル市

（中部）での政府イベントにおいて、「コロンビアはベ

ネズエラ産ガスを安価に輸入できる」と述べた。 

 

２００７年、Ecopetrol と PDVSA は、アントニオ・リ

カルテ天然ガスパイプラインによる天然ガスの売買・輸

送契約で合意したが、同パイプラインは両国の政治関係

の悪化を主因に２０１５年に稼働停止となった。 

 

現在は、米国の対ベネズエラ方針が軟化しており、同計

画の再開が現実的な状況にある。 

 

「２６年１月 産油量は日量９２．４万バレル」                  

 

２月１１日 OPEC は、加盟国の２０２６年１月の産

油量を更新した。 

 

ベネズエラ石油省がOPECに報告した１月の産油量は、

先月から日量１９．６万バレルと大きく減り、日量９２．

４万バレルだった。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/bdb41c18f1fe529f4a8206d9ae07d454.pdf
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一方、OPEC の第３者専門家の調べによる１月のベネズ

エラ産油量は先月から日量８．７万バレル減り、日量８

３万バレル（暫定値）だった。 

 

 

（写真）OPEC “Monthly Oil Market Report” 

 

２０２５年１２月１０日 トランプ政権はベネズエラ

原油を積んでいたタンカーの拿捕を開始。 

これによりベネズエラの原油輸出が止まり、貯蔵施設の

容量が限界に達していたこともあり、産油量を抑制する

必要に迫られていた。 

 

マドゥロ大統領の拘束後、米国が過度に増えた原油在庫

を輸入しており、貯蔵能力を理由とした生産抑制の問題

は解消している。 

 

米国のベネズエラ石油産業への制裁緩和の流れもあり、

今後は増産の方向に進む可能性が高い。 

 

 

 

「マラカイボ企業 ７６％は自己資金で投資」                  

 

スリア州の州都マラカイボ市の「マラカイボ商工会

（CCM）」は、「加盟企業アンケート調査（２０２５年第

４四半期）」の結果を公表した。 

 

アンケート結果は比較的良好で、回答企業の５６％は売

り上げが増加したと回答。 

 

５３％の回答企業が自社の経済状況について「前年同期

よりも改善した」と回答したという。 

 

また、多くの回答企業が２０２５年第４四半期中に何ら

かの投資を行ったと回答。投資の主な用途として、 

「在庫の補充（３７％）」「インフラの整備（２９％）」 

が挙げられた。 

 

他、これらの投資について「自己資金で投資を賄った」

との回答が７６％。CCM は「依然として銀行からの融

資に制限がある」との課題を指摘した。 

 

雇用面では、回答企業の６６％は「雇用者数の増減はな

い」と回答。２４％は「従業員の増加を検討している」

と回答した。 

 

また、２０２６年第１四半期の見通しについて、回答企

業の６８％が「事業拡大を期待している」と回答。 

石油産業への投資拡大を受けて、経済が好転し、自社の

活動が活性化するとの期待が反映された結果となった。 

 

一方で、事業継続における課題も存在する。 

事業継続の特に大きな課題として、「為替レート（８

７％）」「政治的不確実性（５７％）」「現行の税制度（４

４％）」を挙げる企業が多かった。 
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２０２６年２月１２日（木曜）              

政 治                       

「米エネ長官 産油量は前年比３０～４０％増     

 ～既に１０億ドル売上、更に５０億ドル売上～」        

 

米国の Chris Wright エネルギー長官は、２０２６年の

ベネズエラの産油量について、前年比３０～４０％増に

なるとの見通しを示した。 

 

Wright エネルギー長官は、ベネズエラの産油量を回復

させるためには多額の投資が必要になると指摘。具体的

には１０００億ドルの投資が必要との認識を示した。 

 

なお、PDVSA の Héctor Obregón 総裁は、２０２６年

の産油量について、「少なくとも前年比１８％増」との

目標を掲げており、Wright エネルギー長官は、PDVSA

よりも野心的な見通しを示したことになる。 

 

また、Wright エネルギー長官は、Chevron の活動につ

いて「私は２つの合意を交わそうと考えている」 

「１つ目は政治テーマで、２つ目は経済テーマだ」 

「これらのテーマで合意に至れば、両国の関係はより円

滑になるだろう」 

「Chevron については日量３０万バレルになることは

間違いない」「この点については疑問の余地はない」 

とコメントした。 

 

なお、現在の Chevron の産油量は日量２２～２４万バ

レルとされており、日量６～８万バレルの増産は十分に

達成可能との認識を示したことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

他、Wright エネルギー長官は、「NBC News」のインタ

ビューに対応し、ロドリゲス暫定政権との関係について 

「この５カ月間、ロドリゲス暫定政権と付き合っている

が、彼らは信じられないほど協力的だ」「我々は素晴ら

しいスタートを切ることが出来ている」 

「暫定政権は、発足から数週間で炭化水素法の改定を含

む前向きな変化を実現した」 

との見解を示した。 

 

また、両国の原油取引について 

「ベネズエラ原油の（米国での）売上は１０億ドルを超

えた」「今後数カ月内に更に５０億ドルの売上が見込ま

れる」とコメントした。 

 

「米エネ長官 大統領選の時期について言及」           

 

上記の通り、Wright エネルギー長官は、ベネズエラ訪

問中に多くのコメントをしているが、特に注目されるの

は大統領選の時期に関する発言。 

 

米国メディア「Wall Street Journal」は、Wright エネル

ギー長官がベネズエラの大統領選の時期についてコメ

ントしたと報じた。 

 

２月１１日のロドリゲス暫定大統領との協議後、Wright

エネルギー長官は「トランプ政権は暫定政権をベネズエ

ラの正当な政府だと認識していない」「米国だけではな

く、多くの国が現政権を正当な政府と認識していない」

とのスタンスを改めて説明。 

 

記者からの「暫定政権が、１年半くらいで大統領選を実

施することを容認するか？」との質問を受けると 

「そうだと思う」「彼女はよく理解している」「必要な要

件を理解していると思う」「我々には計画があり、彼女

はその計画を知っている」とコメントした。 
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「暫定大統領 MCM 氏について言及」            

 

ロドリゲス暫定大統領は、野党の指導者マリア・コリナ・

マチャド氏（MCM）のベネズエラ帰国について自身の

見解を語った。 

 

ロドリゲス暫定大統領は、MCM 氏の帰国について 

「なぜ彼女の人生が注目されるのか理解できない」 

と発言。 

 

同時に MCM 氏が帰国するに当たって「彼女はベネズ

エラに対して答えなければならない」と指摘。 

 

「なぜ軍事介入を求めたのか？」 

「なぜベネズエラへの制裁を求めたのか？」 

「なぜ１月に起きた事件を祝福したのか？」 

とコメントした。 

 

この発言は「過激派野党が現在の政治スタンスを懐柔さ

せない限り、MCM 氏のベネズエラ帰国は許可できない」

との政治的メッセージと解釈される。 

 

他、先日自宅軟禁を受けたグアニパ氏について、カベジ

ョ内務司法相が発言をしている。 

 

カベジョ内務司法相は、グアニパ氏が自宅軟禁措置を受

けた理由について 

「彼は自身の釈放を政治ショーにしようとした」 

「彼はベネズエラで暴力を引き起こそうとした」 

「解放された囚人は、決して街頭で他者を扇動するよう

な行為をしてはならない」 

「彼は事前に政治ショーを仕組んでいた」 

「解放時の条件に違反した」 

「仮に自宅軟禁措置の要件を違反したのであれば、彼は

再び刑務所に収容される」 

 

 

「彼は現在、彼自身が引き起こした罪によりスリア州の

自宅で拘留されている」とコメントした。 

 

過激派野党に対する暫定政権のスタンスは今後も変わ

らないと思われる。 

 

経 済                       

「製造業団体 ２５年生産量は前年比５．４％増    

       ～平均給料は月額５０３ドル～」           

 

ベ ネ ズ エ ラ の 民 間 製 造 業 が 加 盟 す る 経 済 団 体

「Conindustria」は、四半期毎に加盟企業に対してアン

ケート調査を行っている。 

 

２月１２日 Conindustria は、２０２５年第４四半期の

アンケート調査結果を公表した。 

 

同四半期の生産量は前年同期比９．５％増。特に１２月

の生産量は同１７．５％増と大きく増加したという。ま

た、２０２５年の年間生産量は前年比５．４％増だった。 

 

２０２４年の生産量は前年比１６．１％増だったので、

２４年と比べると回復スピードは鈍化したが、それでも

回復傾向は２０２５年も続いたことになる。 

 

Conindustria の Tito Lopez 代表は、 

「ベネズエラ産業が依然として活動を続け、投資し、生

産し、雇用を生み出していることの明確な証拠である」

「他の国であれば生産活動が停止していたであろう制

約の中でも、活動を維持している」と強調した。 

 

また、企業活動の障害になっている主な要因について 

「過度な徴税」が６６％ 

「為替レート差」が６５％ 
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「外貨不足」が６１％ 

「融資不足」が５０％ 

「マクロ経済」が４７％ 

「需要低迷」が３５％と続いた。 

 

 

（写真）Conindustria 

 

他、２０２５年第４四半期の給料について 

「一般作業員」は、平均で月額２７０ドル 

「専門職・技術職」は、同５３７ドル 

「管理職」は、同１，１３８ドル 

 

なお、２０２１年と比較すると、ドル建て給料は２０

５％増（３倍超）ということになる。 

 

 

（写真）Conindustria 

 

 

 

 

Tito Lopez 代表は、給料増加の背景について「工場稼働

率の増加」を指摘。 

 

２０２５年第４四半期の工場稼働率は５２．７％で、過

去４年間で最も良い水準にあると指摘。販売増加が給料

に反映されているとの見解を示した。 

 

 

（写真）Conindustria 

 

「２５年 中ベネ貿易額は前年比１．９％増」         

 

中国税関によると、２０２５年のベネズエラと中国の年

間貿易額は６５億２６８０万ドルだった。 

 

２０２４年の両国の貿易額が６４億５２０万ドルだっ

たので、前年比１．９％増ということになる。 
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ただし、この数字は公式データではあるが、両国の貿易

額の一部でしかない。 

 

ベネズエラは米国から経済制裁を受けており、中国向け

原油輸出の多くは制裁回避のための迂回輸出をしてい

る。具体的には、ベネズエラ原油は海上で受け渡され、

別の国の原油を混ぜられ、産地を変えた状態で中国へ輸

出される。 

 

中国の統計では、２０２５年にベネズエラから中国が輸

入した原油・石油製品は１１億９５３０万ドル（前年比

２５．５％減）となっているが、実際は遥かに多いとさ

れている。 

 

「Chevron と Repsol へ新たな生産ブロック割当か」         

 

Bloomberg は、匿名関係者からの情報として、ロドリゲ

ス暫定政権が Chevron と Repsol に新たな探鉱・生産区

域（ブロック）を割り当てる見込みと報じた。 

 

早ければ今週中にでも両社に対して、探鉱・生産区域を

割り当てるという。 

 

Bloomberg は、この情報について、 Repsol および

Chevron にコメントを求めたが、Repsol はコメント要

請に応じず、Chevron は報道時点で回答をしていない。 

 

今月初めに Bloomberg は、外国企業がベネズエラ制裁

に抵触することなく探鉱・生産を行えるよう、米国政府

は新たな一般ライセンスを発行する見通しと報道。 

 

なお、２月１２日 ロイター通信は、「トランプ政権は

早ければ今週にも新たな制裁ライセンスを発行しよう

としている」と報じていた。 

 

 

 

「トランプ大統領 石油交渉の仲裁者使用を否定」         

 

トランプ大統領は、ベネズエラの石油分野を巡る交渉に

関与していると報じられた米エネルギー実業家ハリー・

サージェント氏について、「米国を代表する権限は一切

ない」「国務省の承認を受けた人物以外は政府を代表で

きない」と言及。サージェント氏の役割を公式に否定し

た。 

 

サージェント氏は長年ベネズエラ石油ビジネスに関与

し、同国政府関係者との接点も持つ人物。 

トランプ大統領との個人的なつながりもあり、以前から

マドゥロ政権との仲介を行っている可能性が指摘され

ていた。 

 

今回の発言の背景には、米国とベネズエラの関係改善の

動きがある。 

 

これまでトランプ政権とマドゥロ政権は関係が悪く、仲

介者を介した協議が必要だったが、現在は暫定政権との

直接協議が可能であり、仲裁者が必要なくなったことが

発言の背景にあるとされる。 

 

また、特定の仲介者を使用することは政策決定の透明性

の観点からも問題視されている。 

 

サージェント氏のような民間実業家が外交・エネルギー

政策に関与しているとの見方は、政治的な憶測や市場の

不確実性を高める要因となり得る。 

 

トランプ大統領の発言は、こうした混乱を抑え、対ベネ

ズエラ政策のルートを明確化するという狙いがあった

とみられる。 

 

以上 


